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2012年11月８日
各　地本・単組・総支部執行委員長　様

自治労北海道本部

執行委員長　山上　潔

（賃金労働部）
退職手当見直しに対する取り組みについて（２）
連日の諸取り組みに対し心から敬意を表します。

さて、11月２日に退職手当法の改正と共済年金職域部分の廃止に替わる年金払い退職給付制度の法律案が閣議決定され、第181臨時国会へ提出されたところです。法案の成立時期などは不透明な情勢ですが、すでに示している方針をさらに具体化し、署名の取り組みや退手組合加入自治体からの退手組合への要請行動について提起しますので、全ての単組のご協力を願いします。
退職手当制度見直しに対する取り組み（２）
－退職手当法改正後の具体的諸取り組みについて－
１．若干の経過と情勢

(1) 国家公務員の退職手当の支給水準の引き下げや早期退職制度の取り扱いについて、８月７日に閣議決定がされて、2013年１月１日から調整率の引き下げを開始するとされています。また、８月10日に成立した被用者年金一元化法では現行の職域加算年金については廃止とするものの、「新しい公務員年金制度については平成24年（2012年度）中に検討を行い、その結果に基づき別な法律で定めるところにより、必要な措置を講ずる」とされています。同時に未裁定の職域相当部分の取り扱いは、附則により「経過措置は別に定める」としており、このようなことから政府は退職手当法の改正法案と年金払い退職給付に関わる法案を臨時国会へ提出するとしていました。
(2) 「年金払い退職給付」の制度概要の課題としては、①モデル年金月額が現行の職域部分が約2万円に対し1.8万円に減額されていること、②保険料の上限を法律で定め、約1.5％となる見込みだが、現行の地共済連合会の定款では労使の合議で決定するとされているため、仕組みが異なること、③公務上障害・遺族年金について、全額使用者負担のところが、労使折半の保険料となること、④職域年金の未裁定過去分の公務外遺族年金給付水準が退職年金の2/3から1/2へ引き下げられることなどが課題でした。特に公務上障害・遺族年金の保険料の労使折半問題と公務外遺族年金給付水準の引き下げが焦点となりましたが、保険料の労使折半は最後まで譲りませんでしたが、公務外遺族年金の給付水準については、10年間は現行の水準を維持し、その後、1/2へ段階的に逓減させる方法が示され、一部不満な内容はあるものの交渉の到達点と受け止めることができます。
(3) これらの課題については、被用者年金制度の一元化をはかるための厚生年金保険法の一部改正が成立しているため、2015年９月末には共済年金職域部分が廃止となることから、退職給付に係る適正な水準の確保が前提でした。同時に公務員バッシングの中で引き下げだけが先行する事態は避けなければならないという判断を踏まえて対応してきたところです。特に国家公務員の退職手当や年金払い退職給付をめぐる動向は、公務員給与に対する様々な圧力がある中で、少なくとも政府方針を最低限の水準とし、それ以上の深掘りは絶対に認めない立場で交渉を進めてきましたが、結果としては最低限の条件は確保できたものといえます。
(4) 11月２日には政府はこれら二法案を同時に審議することとして法案の閣議決定を行い、臨時国会へ提出しましたが、法案成立の見通しは現時点では不透明な情勢となっています。なお、国家公務員の退職手当法の改正時期が概ね11月中と想定すれば、総務副大臣の通知が発せられた後に、北海道や北海道市町村職員退職手当組合、独自条例自治体が条例改正の提示・交渉に入ることとなりますが、すでに確認している方針に基づいて、取り組みの強化が必要です。

(5) 北海道市町村職員退職手当組合においては10月に構成自治体の担当者会議を開催した際に、「電算処理への対応や周知期間の確保などの事情からどんなに急いでも2013年１月からの条例改正は難しい状況になりつつある」とする事務レベルの考え方は明らかにされています。しかし、方針決定は運営委員会や議会の判断次第としているため、今後の予定では12月10日に「運営委員会」を招集し、今回の条例改正に係る方針を確定したいとしています。従って、その直後に自治労に対する条例改正案の提示が予想されるとともに、１月下旬ないし２月上旬に予定される道退手組合定例会前の運営委員会までが交渉期間となる見込みです。
(6) しかし、公務労働を取りまく諸情勢や臨時国会の動向、衆議院の解散・総選挙の時期など、今回の課題が不明瞭な政治情勢に大きく左右される可能性が高く、想定外の条件におかれる可能性もあります。仮に総選挙となって政権交代となった場合、公務労働に対して非常に厳しい措置をとる政権に移行することとなれば、退職手当引き下げの逓減措置どころか支給水準の今以上の引き下げや年金払い退職給付制度の確立が困難となることも十分に想定しておかなければなりません。従って、今後、情勢の変化が十分にあり得るという認識のもとで取り組みとなりますが、その際は別途対応方針を提起します。
２．退職手当法改正後の取り組みの展開について
以上の経過や情勢、道退手組合の動向を踏まえて、まず、①賃金確定期においては、退職手当に係る課題については決着をせず継続協議とすること、②同時並行して11月中に道退手組合および自治体当局（独自条例制定自治体）に対する要請署名行動を完了すること、そして、③退手法成立後においては、2013年１月からの適用はさせず、４月以降の退職者から適用すること等に全力をあげて取り組むこととします。そのため、11月末日までに道退手組合加入自治体においては、加入自治体首長から道退手組合への要請行動等を行う等取り組みを強化します。同時に独自条例を有する単組においても同様な趣旨で当局対応を行うこととします。
なお、情勢等の変化があった場合は、調整の上、別途提起します。

３．退職手当法改正後の具体的取り組みについて

(1) 署名行動の取り組み

①　退手組合加入自治体単組および独自条例を有する自治体においては、すでに提起している署名について、11月中に取り組みを終了することとします。ことの重大性を鑑みて、地方本部と各単組が連携して、幅広い取り組みとなるように管理職員層や消防職員への対応、未組織・未加盟単組への対応など、可能な限りの取り組みを追求することとします。各地本・単組において、署名用紙が不足する場合は増刷をして対応願います。

なお、北海道に対する取り組みについては、道当局から具体的な提示があった段階で、地公三者共闘会議の方針を踏まえて別途指示をします。
②　取り組みの範囲

　　組合員およびその家族（１人５筆以上を目標）とします。その他、管理職員や消防職員への協力要請などを取り組むこととします。
　　　各地方本部においては、未組織の自治体や自治労未加盟単組へ可能な限り働きかけを行い、署名への協力を求めることとします。
③　取り組みの期間
ア）退手組合加入自治体単組　　署名用紙が届き次第開始して、別紙１の報告書を添付し、11月末日までに道本部へ集約します。

　イ）独自条例を有する自治体単組　　署名用紙はすでに送付しているデータを加工し、単組の交渉時期までに集約します。取り組みの結果のみ道本部へ報告願います。
　　ウ）消防職員や管理職員など　　可能な限り、11月中を目途に取り組みます。
(2)道退手組合加入自治体首長からの要請行動の展開について
　①　取り組みの趣旨
賃金確定期前に提出した要求書の内容に基づき、「2013年１月からの制度施行に反対し、年度内退職者への適用はさせないこと」を最重点に、各自治体首長から道退手組合に対する要請行動を展開します。その際、以下の項目の内容を含めたものとすることとします。
　　ア）退職手当の見直しは、組合との交渉・協議・合意に基づく実施を前提とすること
　　イ）2013年１月施行ではなく、年度内退職者への適用は行わないこと
　　ウ）国公・地公の退職の実態の違いを踏まえ、年度ごとの逓減方法を採用すること
　②　取り組みの期限

11月末日までに実施することとします。なお、要請書の写しについては地方本部において一括集約し、道本部へ集中することとします。

(3) 退職手当見直しに係る交渉スケジュールおよび山場の設定について（準備要請）
①　道退手組合との交渉スケジュールおよび最終の山場の設定については、地公三者の交渉日程などとも調整し、山場の設定・前段諸戦術などについて12月上旬を目途に決定します。
②　なお、山場については、2013年１月下旬頃とし、戦術規模は２９分ストライキ（時間内くい込み集会）を配置し、その前段に組合旗掲揚や超勤拒否・腕章着用戦術などを提起する予定ですので、各地方本部・単組においては取り組みの準備をお願いします。
③　独自条例を有する自治体においては、可能な限り、これらの日程合わせた闘争スケジュールを確保するように当局と調整願います。

（別紙）
退職手当の見直しについての要請署名集約票
単組名　　　　　　　　　　担当者名　　　　　　　　　　
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